
１月３１日、春日部市議会は物価高騰を受け、臨時議会を開催しました。
主な内容としては、国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用し
た事業に関する議案について審議しました。
具体的には低所得者支援策や事業者支援策などの事業となりますが、公明党市

議団として強く主張した事業などが組み込められています。以下、主な公明党市
議団の主張で組み込まれたものを紹介させていただきます。

防犯カメラ設置補助事業

デジタル地域通貨支援事業

小・中学校給食支援事業

●屋外に防犯カメラを設置する市民へ補助金を交付。（1世帯1台）
●購入価格の２分の１補助（工事費を含む、但し２万円が上限）
●１，０００台（１，０００世帯）。
●４月号の広報かすかべで周知予定。
●４月下旬から受付開始予定。
●交付決定後に購入したものに限る。
※先に買ったものは、対象外。

●市内に流通しているポイントカードのデジタル化。
●新規登録特典として３，０００ポイント付与。
●１ポイント１円。
●３０，０００人分。
●１０月頃開始予定。

●令和７年４月・５月の２ヶ月間無償
●一食につき小学校児童１人あたり３０円分補助。
●一食につき中学校生徒１人あたり４０円分補助。


